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6.4に示す。 これは x,y方向にそれぞれ異った荷重

をかけ， X 方向およびy方向の応力をストレステスタ
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で測定し，せん断応力差積分法で解析した値 (a.r,oは

ゲージからの値を使用）とその測定点にはられたひず

みゲージにより求めた値を比較したものである。両端

は，試験片の端の影響と応力の不均一のために， <ly

方向の応力に差が出たと思われる。このように，比較

的単純な応力状態の時はひずみゲージとテスタとの差
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図ー6.7 ロゼットゲージによる主応力線図

は約士1.5kg/mm2である。

つぎに，同じ試験片に二軸引張J心力をかけるが， x,y

方向に，それぞれ異なった荷菫でしかも， x, y軸と

もに応力勾配を生じるような，偏心荷重をかけたとき

の， x, y方向の応力を，ストレステスタとひずみゲ

ージで測定した値と比較したものが図ー6.5である。

このように，応力勾配のある場合でもこの方法で測定

すると，ひずみゲージによる値との差は約士2kg/mm2

と考えてよい。この実験ではひずみゲージの値を残留

応力とみなしテスタで非破壊測定した値と比較してい

る。

このひずみゲージによる値とテスタによる値との差

について考える。図ー6.3に示す二軸引張試験片で

A-A'軸の上下 25mmのところに B-B’ 軸， C-

C'軸を設け，三軸ストレーンゲージと， テスタで各

点の主応力方向を測定した。結果を図ー6.6に示す。

この図からわかるように 1::.1:=0, cy=300Xl0―6即ち

心＝O,ay=6kg/mm2の場合には， ゲージとテスタ

で測定した主応力方向の差は，最大 100ぐらいであ

る。しかし， c.1:=300X 10―6, cy=350X1Q―6即ち匹

=6, ay=7kg/mm2の場合は， 測定位置 (4),(5)附近

で非常に大きな差約30°を生じている。図ー6.7は，上

記二つの場合のひずみゲージより求めた主応力線図で

あるが，これをみるとわかるように cx=O,cy=300 X 
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10-6の主応力線図の方が，砂＝300X10―6, cy=350X 

10-6の場合の線図より直線的であり，特に後者の線図

は測定位置(4), (5)で，非常にまがっている。出力はス

トレステスタの測定範囲（標準テスタは半径25mmの

円内）内の平均を示しているので，その範囲内におこ

る主応力線が直線的であれば，主応力方向の誤差は小

さくなるが，曲線的であればひずみゲージの測定範囲

とテスタの測定範囲の大きさが異なるので，その差が

大きくなるはずである。

テスタの測定範囲内において，主応力線が直線的で

あるが，測定精度がよくなる一つの原因であることが

実験的にもわかった。このためには，応力勾配がゆる

やかであればよく，また，テスタが小型である方がよ

い。このことからも安定性のよい小形テスタの必要な

事がわかる。

6.4.2 出力曲線が正弦曲線にならぬ場合

この実験は，同じ二軸引張試験片10ケ (SS41-5

ヶ， S45C 5ケ）を用いておこなった。ひずみゲージ

とテスタとの差が，前項で述べた範囲に入ったのは 8

ケであとの 2枚は，たとえば図ー6.8に示すようにあ

る測定点で，この場合には，測定位置(4)付近で，ゲー

ジとテスタの応力曲線が，叩で 5kg/mm2もちがっ

ている。この場合も，他の 8枚の試験片の場合と全く

同じ測定方法でおこない不適当な点は無かったが， 8 

枚の試験片とちがうところは図ー6.8を求めるための
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角度出力電流曲線（各測定位置でのテスタを回転させ

た場合の角度と出力の関係）が図ー6.9に示すよう

に，なめらかな正弦曲線ではなかった。

そこで， もう一度， この試験片 (S45C)を測定位

置(4)を中心に，平らに磨き直して測定したその結果を

図ー6.10に示す。この図と図ー6.9を比べてみると，

各測定位置の角度ー出力電流曲線はなめらかな正弦曲

線となっておりとくに，一番重要な A 軸で非常によ

くなっている。図ー6.11は，これから求めた心， ay

でひずみゲージの値とよく一致した曲線となってい

る。この場合のゲージとテスタの測定値の差は， 6：c

= -0. 6kg./mm2, ay= -1. 6--1. 5kg./mm2である。

同様にもう一枚，一致しなかった試験片 (SS41)の

場合も，同様であったがここでは省略する。

いま，例として， S45Cの場合について述べたが後

の実験でもまず，測定する角度ー出力電流曲線が正弦

曲線より大きくずれる場合には，他の測定方法に誤り

がなければ試験片の表面とテスタの接着面の密着をよ

くするために，試験片表面を磨き直すと正弦曲線に近

い線図をうることができた。そのためには， 粒度240

番程度のエメリーペーパで仕上げる必要がある。そし

て，角度ー出力電流曲線を正弦曲線に近い線のみにす

ると，得られた応力値は，ゲージで測定した値に近い

値となり，前頃で述べた誤差の範囲内にはいることが

(64) 

わかった。理論的にも平面上の一点の周りの応力は，

平面応力と考えてよい場合には，このような曲線にな

るはずである。

以上のことがわかったが，このことは測定が正しい

値か否かを判断する有力な方法と考えてよい。まず，

測定する角度ー出力電流曲線が正弦曲線よりも大きく

ずれる場合にはその測定点近傍を磨き直して，テスタ

との密着性をよくすることにより，ひずみゲージによ

って，求まる値との差を約土1.5kg/mm2以内に修正

することができる。あとは，応力測定範囲の違い材質

の不均ーなどが原因で，このちがいはやむをえない。

6.4.3 補助軸の位置について

せん断応力差積分法を用いる場合，問題となるもの

の一つに最適の補助軸の位置決定がある。 orぉy／みを

なるべく正確に求めるためには，一見測定軸と補助軸

との間隔 .:1Y/2を極力小さくとった方がよいように

思われるがt 主応力方向のデータが測定軸とはっきり

差が表れないと解析できない。したがって補助軸は，

主応力方向のデータの差がはっきりわかる程度の最短

間隔がよいとされている。

補助軸の取り方によって，解析結果がどれぐらい異
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るかを調べるために，次のような実験をおこなった。

二軸引張試険片を用い .JX=25mm一定として， 4Y

を12.5mm, 25mm, 50mmと変化させた。その結果

は図ー6.12，図ー6.13,図ー6.14をみるとわかるよう

に， .JY=50mm（図6.14)の場合が最もゲージの値

と一致しており，図ー6.12,図ー6.13では，主応力方

向が対称的ではないため四とゲージとの差が非常に

大きくなっている。また， Gy の値は測定軸の附力電

流塗に大きく依存するようである。

以上のことを考えると，この実験では測定軸は中央

ですべてこの軸を中心に対称のはずであるから，主応

力方向が対称に出てこなくてはならない。 JYを50m

mに拡げた場合にはじめて対称に出てきており，主応

力方向の値は信頼できる。したがって，前にのべたが

主応力方向のデータの差がはっきりわかる程度の最短

間隔は .JY=50mm(.JYとはプ．つの補助軸間の距

離）と考えてよい。もちろんこの値は，応力状態その

他で左右されるが標準テスタ IIの場合には，この位の

値でよいようである。

また， Jxの値も，応力勾配の大きい所では小さく

とらねばならないが，応力勾配の少ない時には，少さ

くとることは誤差をかさねることになるのでよくな

い。結論として補助軸の位置は，標準テスタ IIの場合

には .JY=50mm前後にとれば， だいたい良<, JX 

は被測定材の大きさ，応力勾配によって決定すればよ

い。

6.5 イニシャル誤差について

主応力差を測定するこの方法の大きな特徴の一つ

は， §2.6でのべたイニシャル誤差をほとんど考えなく

てよいということである。

従来の方法では，まずプリッジの零バランスをとる

のに，標準片と補償片でとり，その標準片を被測定体

と同じとみなして測定することからくる誤差が，イニ

シャル誤差の大部分である。主応力差をとる方法で

は，被測定材でとり，測定点を中心にテスタを一回転

したときこれらすべての点が測定レンジの中にあれば

よく，その出力の絶対値は不要で二つの主応力方向の

出力電流差のみが必要であり，従ってイニシャル誤差

が減少する。また，主応力差をとる方法でも磁気ひず

み感度を求めるためには，被測定体の一部を切り取る

ことが可能な場合以外は，別の試験片で校正曲線を作

らねばならない。このとき関係するのは，磁気ひずみ

感度によるちがいだけでイニシャル誤差には関係しな

しヽ。

(65) 
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表ー6.1 応力零の場合の最大，最小の出力電流差

:μA 

試験片品 S S 1 Iネ焼鈍 S 4 5 (．‘ふ焼鈍 S.SI I 焼鈍

I I O 0 I 5 0 

2 2 4 0 I 0 I.J 0 

3 3 8 0 4 4 0 I 7 0 

4 I 4 0 

゜
I 3 0 

5 I 6 0 

6 6 0 3 0 

平 均 I 8 0 I 6 5 I I 8 

応力換筍 k9/m尻 1 I I 2 0. 6 

結局，この方法では，測定点を中心にテスタを一回

転させるので，その微小部分のちがいが，イニシャル

誤差となってきていてくる。この微小部分（標準テス

タでは約半径25mmの円内）は材質，粒度などは同じ

とみてよいと思われるが，表面の接触の状態や磁束の

方向の変化によるちがいなどによると思われる。テス

タの測定点の近傍に，被測定材の端など形状，材質の

変化があるときは，もちろん影響するがこのときは，

同じ形状の試験片をつくり（寸法が小形の試験片なの

で簡単につくれる）無応力の状態であらかじめ変化の

影響を測定しておけば，これを除くことができる。こ

れらのことを考えると主応力差をとる方法では，イニ

シャル誤差は，テスタを回転させたときの誤差を考え

ればよい。実験は，二軸引張試験片の中央でテスタを

回転させ，最大，最小の出力電流差を求めた。使用し

た試験片は， SS41 6枚， S45C 4枚を使用し， S

S41は測定後に 650℃で2時間，応力除去焼鈍をおこ

なった。その値を表ー6.1に示す。また，各試験片の

磁気ひずみ感度は， SS41が163μA/kg./mm2, S45 

Cは131μA/kg./mm2でSS41を焼鈍した場合は，

190μA/kg./mm2であった。

実際の測定では，末焼鈍材を扱う場合が多いので未

焼鈍材について測定をおこなったが焼鈍した場合で

も，表ー6.1に示すように 0.5kg./mm2未焼鈍の場合

には約 1kg./mm2の誤差は除くことができないと思わ

れる。

つぎに，測定点からどれだけ離れた部分がイニシャ

ルに影響を与えるかを測定した。徒来の方法では§

2. 4. 2(iii)にのべたように，測定点より 200mm以内

は影響を与えることがわかっているので，この測定法

の場合について実験をおこなった。

使用した試験片は， 500x250x2mmの残留応力の

(66) 
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図ー6.15 自由端からの距離による出力電流値

ない鋼板を使用し，端から25,50, 75, 100, 125mm 

と変化させた位置で，テスタを180°回転させ，その出

力電流値をしらべた。その結果を図ー6.15に示す。こ

の図をみると，端の影響が，だんだん中央にいくにし

たがい無くなってくるのがわかる。端から50mm以内

は，端の影響が表われるので，同じ寸法で残留応力が

ない鋼板を補償片にし，補償用のプロープを，ストレ

ステスタと同じ端からの距離において端の影響を打ち

消さなければならない。 75mm以上離れると，影響が

無くなり，曲線は平らになっている。この実験に用い

た鋼板二枚は， X線応力測定により，測定点で残留応

力が，ほとんど零であることを確めた。

以上のことを考えると，主応力差をとるこの方法の

場合は，測定点を中心に50mmの半径内で被測定材に

形状の変化がなければ，端の影響は考えなくてよい。

イニシャル誤差としては，巨視的な残留応力が存在し

ない場合でも， ミクロの残留応力や種々の機械的，磁
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気的な原因から生じる磁気異方性などにより，回転に

よる誤差だけは考えなければならない。

6.6 磁気ひずみ感度の決定法

ストレステスタで，二軸平面応力の測定が終ると最

後に，被測定材と同じ材料で試験片を作り磁気ひずみ

感度を決定せねばならない。いままでにものべたよう

に，磁気ひずみ感度は，材質，熱処理，加工，寸法的

によって異なるので最良の方法としては， 同じ材料

で，磁気ひずみ感度に影響を与えない程度の寸法に切

り出された試験片で，一軸引張圧縮試験をおこない，

主応力差ー出力電流差曲線を求め，単位応力当りの出

力電流をもって磁気ひずみ感度とすればよい。

しかし，これまでの実験で，主応力差ー出力電流差

曲線は，引張から圧縮まで直線と考えてよいので，引

張試験のみで代用させてもよい。しかし， §3.5でのベ

たように，引張の低い応力値では，主応力差ー出力電

流差曲線が，少し献線よりずれるので磁気ひずみ感度

を決定するには，応力l0kg/mm2以！．．の所から求める

灯がよい，この感度の決定は，以後の解析に非常に雷

要なので， この実験の場合も試験片の縦，横方向を単

に測定するだけでなく，各荷重において，テスタを回

転させその出力電流曲線がなめらかに正弦曲線からは

なはだしく値がはずれる時には， 表面をみがき直し

て，丁寧に測定しなければならない。また，どうして

も，被測定材の一部を切り出すことのできない場合で

も，同じ材質，同じ熱処理状態同じ加工で試験片を作

り，その寸法は，以下にのべるように作ればよい。こ

の寸法を決定するためにつぎの実験をおこなった。

試験片の厚さによる感度のちがいは， §4.3.1にもの

べたように，磁束は表皮効果のため表面から 1.5mm

以上は浸透しないので3mm以上の厚さの試験片で

は，応力が一定の場合磁気ひずみ感度は殆んど変らな

しヽ。

つぎに，試験片の縦，横の幅を変化させた場合の磁

気ひずみ感度を測定した。

まず，幅と厚さが一定で (b=50,t=3mm)で長

さが180,200, 300, 400mmと変化させた場合， この

試験片の中央の表裏で，テスタを回転させ，主応力差

と出力電流差を測定した。これを図ー6.16に示す。こ

の値は，表と裏の平均の値である。この図をみると，

多少バラッキはあるが，長さに対し系統的ではなく実

験誤差と考えた方がよさそうである。長さが 180mm

より短くなると，応力分布が不均ーとなること以外に

テスタの取付けや測定に無理を生じる。引張の場合に
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5
 

10 

主応力差 10,-02 I 

15 

kg/ m而

磁気ひずみ感度と試験片の幅

は， 180mm以上の試験片を使用しなければならな

し‘

つぎに，長さと厚さは一定 (t=3, l=300mm)で

幅を40,60, 80, 110mmと変化させ， 二軸引張試験

(67) 
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機で単軸引張り試験をおこない磁気ひずみ感度を同じ

方法でしらべた。試験片の形は，一軸引張試験片であ

る。その結果を図ー6.17に示す。この図からも幅が40

mm以上あれば応力さえ一定ならば磁気ひずみ感度は

変らないということがわかる。

幅も標準テスタ Ilの幅が25mmあるので，テスタの

回転を考えると，これよりもせまい幅は無理である。

以上のことより標準テスタ Ilを使用し， 磁化電流

300mA流した場合には，磁気ひずみ感度を決定する

引張試験片の寸法は，長さ 180mm以上，幅40mm以

上，厚さ 3mm以上あればよいということである。

6.7 まとめ

不均ーな応力場における残留応力の非破壊測定に，

せん断応力差積分法を用いて実験しつぎの結果を得

た。

(1) 二軸引張応力状態において，テスタで測定しせ

ん断応力差積分法で解析した値とひずみゲージで測定

した値を比較すると，均一応力場のときその差は約士

2kg/mm2,不均一応力場のときは約士2.5kg/mm2と

良好な結果をえた。

(2) テスタの測定範囲内で主応力線が直線であれば

主応力方向の角度の誤差は少ないが，曲線の場合には

大となる。

(3) 角度ー出力電流曲線が正弦曲線に近い曲線にな

るか否かにより，測定が正しいか否かが判別できる。

正弦曲線にならない場合は，その点の表而処理をやり

直し，花弦曲線にすると精度よく測定できることがわ

かった。この事柄は実際の応力測定の場合に非常に有

効で，これを用いることにより安定した測定が可能と

なった。

(4) この方法を用いる測定では，零バランスをとる

ための標準片は不要で，校正用試験片として， 180x 

40x3mm以上の引張試験片を被測定材と同じ材料で

作ればよい。

(5) イニシャル誤差は，主としてテスタ回転による

誤差であるが，約土0.5,..,.,1, 5kg/mm2である。また，

測定点を中心に半径50mm以内に被測定材の形状に変

化がある場合には，補償用の試験片をこれと同じ形状

に作って，補償用のフ゜ロープを当て， この影響を除か

なければならない。

第 7章溶接機の残留応力の測定

7.1 緒言

前章において，不均一応力場でもせん断応力差積分

(68) 

法を用いると，応力の非破壊測定が可能であることが

判明した。また，正しい測定がされたか否かをチェッ

クする方法 (§6.7の(3))が前章で確認されたので安定

した測定ができるようになった。

その具体的な例として，今まで非破壊測定が困難と

されていた溶接材の残留応力を測定した。溶接材で

は，溶接線方向および直角方向で大きな残留応力を生

じる (61)。ストレステスタで， この残留応力を非破壊

で測定しその後， この溶接材の各測定点に，ひずみゲ

ージを貼り応力解放をおこなって残留応力を破壊測定

し，その値を比較考察しどれくらいの誤差で，非破壊

測定できるかを検討した。

溶接材は，ビード附近で応力勾配が急である。しか

も，正負の応力が錯綜しており，ビードの部分は材質

が異なるので，測定範囲の狭い小形テスタを試作し

て，ビード附近の測定の精度の向上を図った。小形テ

スタ JIと標準テスタを併用して，溶接材を測定した。

ビードという不連続体と熱影鰐部があり，応力勾配

が急で，正負の応力が錯綜している溶接材の残留応力

の測定が可能ということはほとんどすべての平而残留

応力の非破壊測定が可能といることである。

本章においても，使用テスタは，主として標準テス

タJIであり前述のように，小形テスタもビード附近の

測定に使用した。標準テスタ JI用をいたときの磁化電

流は， 50Hz,300mA小形テスタは， 50Hz,200mAで

ある。

7.2 使用試験片と測定方法

この節で使用した試験片は次の通りである。

(1) 一列ビード試験片

A)高張力鋼試験片

これは， 500x200x20mmの高張力鋼板2枚を，中

央で突合せ溶接した 500x400x20mmの鋼板（図一

7.1参照）

B)軟鋼試験片

500x250x25mmの軟鋼板2枚を中央で突合せ溶接

した。 500x500x25mmの鋼板（図ー7.3(b)参照） 2 

枚。

(2) 二列ビード試験片

C)高張力鋼試験片

1250x200x20mmの高張力鋼板3枚を突き合せ溶

接し，図ー7.2のように 500x400x20mm（二列ビー

ド）の板に，ガス切断した鋼板

D)軟鋼試験片

これは， C)試験片と全く同じ方法，寸法でつくら
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れたもので，軟鋼板3枚を使用した試験片， 2枚。

E)）心力除去試験片

D)試験片を， 600℃で 1時間，応力除去焼鈍した

試験片

(3) 大形溶接試験片•…••(F)

写真ー13のように，中央に一列ビードのある1042x

977x25mmの大形試験片

以上A)～F)まで 6種類の溶接材で，その材質お

よび機械的性質を表ー7.1に示す。また表ー7.2に溶接

条件を示している。大形溶接試験片(F)以外は，すべ

てサブマージアク溶接で開先形状はX形開先，開先角

度約 80° のど厚6mmで，溶接は表裏各 1層盛りで，

図ー7.2 溶接材の測定位置 (2列ビード）

写真ー13 大形溶接試験片

表ー7.1 試験片の化学成分と機械的性質

試 験 片 化 学 成 分 C IO 機 械 酌 性 質

Ti I I r: T 
降伏点 引弧強 伸ひ←)(-

村 質 性竹 C Si Mn P. s V Ce g 
k9/m忙 k9//i1.抗 0 /0 

吹沿(Sif41 1J) lJ l:' 0 1 2 (） 2 5 102 0 01 ti 0 (Jl 7 I -- ~ 7 、I3 2 9 

高力鋼 (WT60) 4.C 0 1 1 (） 2 6 l 1 8 0 015 0 009 0 0 2 0 1 7 00 3 035 58 6 3 4 2 

軟 鈴 B 0 l 6 037 046 0 015 0 027 2 7 4 6 

大形溶接材 F 0 1 5 032 1 4 1 0 021 0 006 J つ Jr 5 3 3 5 

(69) 
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表ー7.2溶接条件

試 験 片 軍流 這庄 速度 入熱紐
溶接心線 フラックス i’h耗軍極

材 質 記号 A V cm/ ”u・ n foul/cm 

軟 銅 D.E.B 750 38 10 42. 750 y C'；く往48m./IId Y-15A ※ 

高力銅(WT60) A.C 750 38 ,10 4 2.750 Y-DJI※ 往48mm9 },'-1 5k •i· 

大形浴接材 F ・170 37 22 474,000 ES-5 ox'・; 径24r:z沿 Y-I5A,:' . SEs-1 5ふ‘’‘‘• 

溶接順序は，溶接材を水平にならべて，その表を，図

-7.2に示す。 Bから B'の方向に溶接し，つぎに溶

接材の裏をやはり B から B'の方向に溶接した。

大形溶接材は，消粍電極式エレクトロスラグ溶接

で， 二つの母材を縦にして，仮溶接し bottomから

headまで，下から溶接を行った。

以上の溶接材は， 図ー7.1に示す。溶接ビードに虹

角に測定軸を設け，測定軸に沿って10点以上の測定点

で，溶接方向とこれに垂直な方向について，テスタで

測定した。また，すべて鋼板の表と裏で測定し，その

平均値を測定値としている。

つぎに測定方法についてのべる。その一例として，

図ー7.1に示す(A)試験片の場合を考える。まず，測定

部分の表面をサンドペーパ，オイルストーンで，方向

性がないように，テスタと被測定面が密着するように

平にみがく。とくにビードと母材の接合部図ー7.1で

は測定点(4)(5)(6)の部分を十分に平にする。表面の仕上

げ程度はだいたいひずみゲージを貼る程度と考えれば

よい。

測定軸をまず定め，その上下に 2つの補助軸を定め

る補助軸の定め方は§ 6.4.3を参照して次項でのベ

る。図ー7.1では， B軸が測定軸 B',B"軸が補助

軸である。測定点は B 軸上 1~9の9ケ所とする。

測定は§6.3でのべたように，各測定点上と 2つの補助

軸上でテスタを180°回転させ，出力最大と最小の方向

と，その出力電流差を求める。結局，この場合は，測

定点と補助柚上で17ケ所測定するということになる(_)

測定点0と10では， X 方向の応力を0とし，ビード上

で不連続と考えて，測定点0~5までと， 10~5まで

についてせん断応力積分法で解析し各測定点上の溶接

線方向 (y方向）と溶接線直角方向 (x方向）の応力

を求めた。裏面についても，これと同じ方法で測定し

(70) 

(~•印は日鉄溶接工業製）

た。このようにして，非破壊で測定点上の残留）心｝Jを

測定した。

つぎに， これと応力解放の場合を比較するために，

B軸の測定点 1~9の9点に，三軸ひずみゲージ（ゲ

ージ長5mm)をはり，測定点を中心に， 25x25x20

mmの直方体に被測定材を切り出して応力解放し，各

測定点の x,y方向のひずみを求めた。

最後に，この溶接材と同一材質で，校正用の試験片

をつくる。 (A)試験片の場合は，引張用として280x60

x17mm圧縮用として 100x60x17mmの試験片を作

り，万能オルセン式荷重試験機で主応力差ー出力電流

差の校正曲線を求め，磁気ひずみ感度を決定した。ニ

列ビード試験片の場合の測定は， §7.5.1でのべる。

一△一 溶接線方向（応力解放）

---•--- " (ストレステスタ）

---•--— 溶接線直角方向（ストレステスタ）

＇ ―
-

`

 
公`

｀
 ヽ

ヽ
●

-

ヽ

｀
 芯

c̀
 位

ヽー

！

定

ー

・

ー

と

ー
。
＂

•
'
り
，

一
公
▲
ヽ：ダ

C

,

“

と

-
、
―
-

＂ 

0

0

0

0

0

0

 

4

3

2

ー

1一

E
E
-
6エ
代

丘

譴

ば

＂ 

-20 

図ー7.3(a) 溶接材(A)の残留応力の測定
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B試験片の測定位樹

溶接材(B)の残留応力の測定 (I)

溶接材(B)の残留応力の測定 (Il)

7.3 実験結果

7.3.1 応力解放した場合との比較

(A)試験片の測定結果は， 図ー7.3(a)で，この図から

わかるように，ストレステスタで非破壊測定した場合

と，ひずみゲージを貼り破壊して応力解放した場合と

は，この試験片のように単純な場合には，比較的よく

一致しており，その差は約土 2kg/mm2であった。

(B)試験片の場合の測定位置を示したのが図ー7.3(b) 

で，その結果を図ー7.4,図ー7.5に示す。 (A)試験片の

場合と大差なく，応力解放して測定した場合との差は

約土 2kg/mm2である。図ー7.5は，熱影響部で少し

人きな差が出ているが，ビード上では比較的よく合っ

ている。

(C)試験片の場合は図ー7.6に示している。これは，

溶接線方向は比較的よく一致しているが直角方向で

は，士 3kg./mm2ぐらいの差が出ている。この試験片
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溶接材(C)の残留応力の測定

は，溶接前にイニシャルの値を測定することができた

ので，測定したが，その値は溶接後の測定値にくらベ

小さかった（約1/5)のでこれを省略した。一般的に

は，残留応力の測定では，イニシャルの値は，測定で

きないのでここでも，実際の測定の場合を考え，溶接

後の値のみで解析をおこなった。

(D)試験片の場合が図ー7.7,図ー7.8でこの試験片も

イニシャルの値は小さかったので， 無視して解析し

た。

図ー7.7の場合は，試験片の表面状態が良好で，き

ず，その他が少なかったので比較的よく一致してい

る。しかし， 図ー7.8は溶接後表面に塑性ひずみのし

ま模様を生じており， しかも，表面に傷が多くペーパ

で取り去ることが困難でグラインダを使用した。写真
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図ー7.8 溶接材(D)の残留応力の測定 (IT)

写真ー14 塑性ひずみの縞模様

-14にこの表面の様子を示す。これらのことより図一

7. 6,図ー7.7などと比較して，ひずみゲージとの差が
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図ー7.9 溶接材(E)の残留応力の測定

大きく出たのだと思われる。なお，（C), (D)試験片で端

に大きな引張応力が生じているのは試験片を作る場合

のガス切断によるための残留応力である。

(D)試験片を応力除去焼鈍をした場合，はたしてどれ

だけの応力が解放されるか，また，低い応力の場合に

も，磁気ひずみ測定ができるかをしらべるために，（E)

試験片で測定をした。図ー7.9がその結果である。こ

の図をみると，やはりテスタでの測定と応力解放した

場合は，傾向は比軟的よく合っており，このような低

い応力の場合でも一応測定できることがわかった。こ

の原因は，主応力差が小さいと考えられるので，イニ

シャルの影響を減ずるために， グラインダは使用せ

ず，エメリペーパだけで表面をみがいたこと応力除去

により応力状態が単純になったことおよび焼鈍によ

り，磁気ひずみ感度が大きくなったことなどがあげら

れる。

(F)試験片の測定結果を図ー7.10に示しているこの試

験は，船用鋼板で，このような実物大型試験片の測定

としては，予想以上にひずみゲージとよく一致してい

る。これは，ビードが中央のみということの他に，測
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図ー7.10 溶接材(F)の残留応力の測定
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定を前章に述べたように，注意深くおこない，正弦曲

線にならぬ場合には，幾度も表血を磨き疸して，正弦

曲線になるまで丁寧に測定したことか原因である。ま

た，この実験により， §6.4.2にのべたように，角度一

出力曲線が正弦曲線にさえなれば，相当な精度で測定

できることが確認された。このような大型の溶接材で

は，ビード部分の幅が30mm以上で，標準テスタの回

転半径よりも大きいので，ビードと母材の境界部の凹

凸の影響を受けずに，ビード上を測定できたことも，

ひずみゲージとよく一致した一因と思われる。

以上の実験結果を考えると，溶接材の測定では，テ

スタとひずみゲージの測定範囲が異なることが，大き

な原因だと思われるが，応力解放してひずみゲージで

測定した場合と，磁気ひずみを利用して，ストレステ

スタで非破壊測定した場合との差は， 約土3---4kg/m

m2あると考えなければならない。また，溶接材のよ

うに，応力勾配が急な鋼板を測定する場合には， もっ

と測定範囲の小さいテスタを使用しなければならない

といることもわかった。また，主応力差は小さくて

も，測定出力電流値が大きい場合には，大きな上）心力

が二つ存在しており，その差が少ないということであ

り，解析の場合にもこのことを考えておこなえば解析

しやすい。

応力解放の場合これまでは， 25x25x20mmの直ガ

体に切り出していたが，前にのべたように，標準テス

タIlの応力測定範囲が半径25mmの円内の応力を示す

ので，こんどは， 50X50X2Qmmの直方体に切り出し

て， 25x25x20mmの場合と比較してみた。この実験

は，同一試験片でやるわけにはいかないので， luJじよ
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図ー7.11 溶接材(D)の残留応力の測定（皿）
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うに作られた。二つの試験片をつかったが，その結果

は，図ー7.11と図ー7.7に示している。図ー7.11の楊

合が50x50x20mmに切り出した場合で，図ー7.7は，

25x25x20mmの場合である。図ー7.7と図ー7.11の

場合を比較してみるとあきらかに， 図ー7.7の場合の

方がよく一致している。これは50x50x20mmの場合

には，ゲージ長10mmの大きいゲージを使用したが，

50mm平方の面をもつ直方体なので，まだ十分に応力

解放されていないために，ゲージの値が，テスタの値

より低く出ているのではないかと思われる。

7.3.2 校正曲線

校正曲線は，溶接材の母材と同じ材質のもので校正

用試験片を作り，これについて主応力差ー出力電流差

曲線を作ればよい。また，この校正試験片の寸法は，

§6.6に述べた寸法であればよい。しかし，溶接材はビ

ード上では材質が異なり，ビードと母材の中間の熱影

響部も材質が異なっている。

ここでは，図ー7.5の(B)試験片の場合を例にとっ

て，校正曲線の作り方についてのべる。本当は，引張

試験片の方がよいが，ここでは寸法の関係から，図一

7.12に示すように，ビード上から a, dを母材から b

熱影離部から C と， 4つの試験片を切り出して，圧縮

試験をおこなった。 d試験片は，幅か30mm（ビード

の幅が約30mm)しかないので，次節でのべる小形テ

スタのみで測定した。その結果を図ー7.13，図ー7.14

に示す。図ー7.13が標準テスタの場合で感度は母材が

一番大きくビードが一番小で， C材が中間の値をとる

ことは考えられる。図ー7.14は，小形テスタで測定し

た場合で小形テスタの測定範図（半径13mm詳しくは

，容接材

図ー7.12

□ 
t = 23.5 lmml 

校正用試験片の切り取った位趾

(73) 
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次節でのべる）から考えて， aとd材が同じ感度に出

てきており， a材の母材の部分には，小形テスタの磁

束が及んでいいないことが，この実験からもわかる。

このように溶接材の場合には，母材，熱影響部，ビ

ードの三つの部分で磁気ひずみ感度が異なる。それぞ

れの磁気ひずみ感度を用い出力電流を応力に変換し，

解析せねばならない。このようにして求めた磁気ひず

み感度を用いて測定した結果が図ー7.5である。他の

溶接材もみな，このようにして校正曲線をつくり解析

をおこなった。

7.4 小形テスタ

溶接ビード附近のように，応力勾配が急で複雑に変

化しているところでは，どうしても測定範囲の小さい

テスタが必要である。しかし，テスタを小形化する

と，磁束の減少やテスタと被測定材の接触面積の減少

による不安定などのほかに，コイルを巻くスペースが

少ないことから，絶縁が不完全になりやすい等の欠点

が生じる。このため， これまで幾度か小形テスタを試

作したが成功しなかった。そこで少し接触面積を大き

くした小形テスタを試作した。 これを写真一2に示

す。寸法は， 表ー2.1に記した。この小形テスタに，

磁化電流180-260mA流したときの主応力差ー出力電

流差曲線を図ー7.15に示す。磁化電流を200mA以下

にすると，感度，ヒステリシスともに悪くなる。 300

C
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図ー7.15 小形テスタの磁化電流による出力曲線
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小形テスタの場合の磁束密度分布

5
 

cm 

mAにするとテスタか熱をもったので，

電流は， 200mAとした。

図ー7.16は，磁化電流200mA流したときの磁束分

布である。この図をみると，磁束密度は10mm離れる

と，約 1/3,13mmで約 1/5になっている。このこと

は，式 (4.39)からも証明される。小形テスタでは，

13mm以上離れたところは，テスタの出力には殆んど

影響しないと考えてよい。また，このことは前節の実

験からも説明される。

以上のことから，小形テスタは，測定点を中心に，

半径13mmの円内の応力の平均を示していると考えて

よい。テスタを小形化すればより局部的な応力の測定

もnJ能と思われるが，安定性，測定誤差などを考える

とテスタの小形化には限度がある。

小形テスタを使用して，二軸引張応力状態の測定を

おこなった。実験は， §5.3.1の実験と同様に，二軸引

張試験片に二軸引張試験機で応力勾配をつけ，小形テ

スタで測定しひずみゲージによる応力分布と比較し

た。補助軸の位置は， .:1X=25mm,LIY=SOmmと標

準テスタ TIの場合と同じにした。図ー7.17が主応力差

と」道、は）J方lo」を示し，図ー7.18は，その解析結果をホ

している。ひずみゲージで測定した場合とよく一蚊し

ている。

この小形テスタは，丁寧に正しく測定すれば，ひず

みゲージとの差は，土 2kg/mm2ぐらいで測定でき，

実用可能であることがわかった。

ここでは磁化
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表面を電解研磨して測定すると，一般に誤差が減少

するが，標準テスタの場合には，電解研磨する面積が

大きくなり，いろいろ問題があったが，小形テスタの

場合には，研磨する面積が標準テスタ rrの場合の 1/4

以下なので，標準テスタの場合より有効であり，小形

テスタで測定する場合は，電解研磨をおこなった方が

よい。

7.5 ビード上の測定

溶接材の測定では，ビード上の測定が一番困難であ

り， しかも重要である。ビードの部分は，材質が異な

り，母材との境界はいわゆる熱影響部で，磁気ひずみ

感度も異なる。また，製作上，表面に凸凹や不純物，

きずなどができやすく，測定がむづかしい。応力も，

ビード上で普通最大となるのでこの部分の測定につい

て考える。

7.5.1 連続と考えた測定

一列ビードの試験片は，両端に自由端があるので，

せん断応力差積分法で求める場合，両端から求めてい

けばよいが，二列ビードの場合には図ー7.2からわか

るように， A-A軸上〔 5〕~〔11〕までは自由端が

ないので，溶接ビード上で不連続と考えると， B軸上

でも同様な測定をおこなって A 軸との父点 (8〕の

点の値を求めて解析をおこなった。

せん断応力差積分法では，どうしても，少しづつ誤

差が入ってくるので，この方法のように複雑になる

と，この解析の誤差が多くなってくる。そこで，ビー

ド上でも連続であると考えて，一列ビードの場合のよ

うに，左端と右端からビードを越えて， 心の値を求

めていき中央の点 (8〕で両者を一致させ，比例配分

によって修正したのち <ly を求める方法（連続的方法

という）でも解析した。両方の結果を図ー7.19,図一

1.20に示した二つの方法で測定解析した結果である。

これらの図をみるとわかるように，ひずみゲージで測

定した値との差は，ほとんど同じである。結果に大差

がないので，測定が簡単な連続的方法がすべての点で

安定なのでこの方法を採用した。

7.5.2 小形テスタを併用した測定

溶接ビード 1_• のように，小部分の材質が異なる所

ゃ，｝心力勾配が、氣変する所などの応｝J状態が複雑な所

ては，測定範囲の狭い小形テスタを使用したガがよい

が，前項にも書いたように，小形テスタにも欠点があ

り，せん断応力差積分法は，誤差を少しづつ加えて行

くので，小形テスタだけで大きな溶接材の端から端ま

での測定には不適である。そこで，大部分は，安定性

(76) 
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図ー7.21 溶接材(B)の残留応力の測定（標準

テスタと小形テスタを併用）

のよい粘度の闊い標準テスタを用い，ビードトと熱影

響部だけ小形テスタで測定する）j法で実験をした，9

測定結果を図ー7.21に示す。これは，母材は標準テ

スタ rrで測定し，標準テスタ rrの〔15〕および〔23)

の心の値を用いて〔1到～〔23〕までは小形テスタ

で測定した場合を示す。図ー7.22は，全部標準テスタ

で測定した場合の測定値を示している。試験片は(B)試
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図ー7.23 溶接材(B)の残留応力の測定（小形テスタ）

験片を使用した。

これらの図からわかるように，全部標準テスタ 1Iで

測定した場合には， ビード士の点〔19〕の匹の値

ゃ，熱影響部と思われる〔17〕点で，ひずみゲージの

値と大きな差を生じているが，小形テスタで測定した

場合は，各点でよく一致しており，ひずみゲージとの

差は土2--3kg/mm2となっている。

また，同種の試験片を，小形テスタで全部測定した

場合は，図ー7.23となり，全体として標準テスタ 1Iで

測定した図ー7.22より悪い。これは，前にのべたよう

に，小形テスタの不安定さ，精度の悪さ等による誤差

が，解析の途中で積み重ねられたためだと思われる。

溶接材の測定は，以上の実験より標準テスタ 1Iと小

形テスタを併用する方法が一番精度もよく，安定性の

よい測定法といえる。

7.6 まとめ

不均一応力場の残留応力測定の具体的な例として，

溶接材を測定し，つぎの結果を得た。

(1) 種々の溶接材について測定したが，ビード附近

のように，応力勾配が急で複雑な応力状態の場合に
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は，ストレステスタで非破壊測定した場合と，ひずみ

ゲージをはり，破壊して（応力解放）測定した場合と

の差は，約士3-4kg/mm2であり，応力状態を十分に

握することができる。

(2) 溶接材の場合には，母材，熱影響部，ビードの

三つの部分の校正試験片を作り，それぞれの校正曲線

を作らなければならない。

(3) 測定範囲が半径13mmの小形テスタを試作する

ことができ，精度も士 2kg/mm2ぐらいで実用可能で

ある。

(4) 母材の部分は，安定性のよい標準テスタ IIを使

用し，ビード上のように，小部分の材質が異なる所

や，応力勾配が急変する所などは，測定範囲の狭い小

形テスタを併用する方法によって，精度のよい測定が

できることがわかった。

以l• の結果より，殆んどすべての巨視的な平面残惰

応力が，約士3~4kg/mm2の阻菜で測定11]能となり，

実用的な応力範間が非常に拡大された。

第 8章結 論

8.1 緒言

一般の機械や構造物の初期応力や巨視的な残留応力

を，磁気ひずみ効果を利用して，簡単な装置で非破壊

測定することを目的として木研究を行った。

その結果， この種の応力の測定にもっとも実用的な

プローブ型の変換器を用いて，材料の強度に大きな影

轡を及ぼすと思われる。表面より 1.5mm程度までの

深さの応力を，非破壊測定する方法を見出したので，

この方法を各応力状態について， §8.2で述べた。

§8.3では，この測定の精度，理論値，磁気出力と応力

の関係等測定法以外に得た主な結論についてのべた。

8.2 磁気ひずみ効果を利用した応力の測定法

本論文では，始めに述べたように，死荷重や組立応

力などのように，この応力を簡単に零にできない場合

の応力（初期応力）と，巨視的な残留応力の非破壊測

定を目的としているので，本実験で得られたこの種の

応力の非破壊測定法を各応力状態について述べる。

(1) 単軸初期応力の測定法

標準試験片にストレステスタを，補償片に補償用フ゜

ローブを当てて，ブリッジのバランスをとった後は，

被測定材にストレステスタを，圧縮応力の場合は，応

力方向に引張応力の場合には直角方向に当てて，その

不平衡電流をよむ，圧縮，引張の判別が不明のとき

(77) 
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は，横感度を測定すればよい。標準片，または，校正

用試験と補償片で応カー出力電流より初期応力を求め

ることができる。

標準片；被測定材と同じ材質，同じ加工熱処理材で

無応力のもの，形状は測定点を中心に半径

20cmの球形内の被測定材と同じ形状のも

の。被測定材と同じ形状のもの。被測定材

の一部，または，あきらかに無応力の部分

があれば，それを用いた方がよい。

補償片；標準片と全く同じもの

校正用試験片；被測定材と同じ材質，同じ熱処理材

で無応力のもの，縦横の寸法は使用テスタ

の磁極間距離の 2倍の長さ以上，厚さ 3m

m以上の形状のものを使用する。

(2) 均ーな平而残留応力の測定法

（二軸圧縮，二軸引張の場合）

標準試験片にストレステスタを，補償片に補償用の

プローブを当てて，ブリッジのバランスをとり，スト

レステスタを測定点に当てて，測定点を中心に表面

で180°回転させその出力の最大最小の方向として下J応

力方向を求め， t応力を求めるためにそのてつの方向

の不平衡電流値を求める。主応力値を求めるためにそ

の二つの方向の不平衡電流値を求める。角度ー出力曲

線がなめらかな正弦曲線にならぬときは，表面をみが

き直し，正弦曲線にして，主応力方向を正しく求め

る。標準片，または，校正用試験片と補償片で，平面

応力用の応力線図 (§5.2.3と§5.3.2)をつくり，さき

に求めた二つの不平衡電流直より，主応力値を求めれ

ばよい。標準片，補償片，校正用試験片はすべて，単

軸測定の場合と同じである。

(3) 不均一応力場における平而残留応力の測定法

（応力の符号が不明の場合，一軸引張，一軸圧

縮の場合も含む）

被測定材の測定点にストレステスタを補償片に補償

用のプロープを当てて，プリッジのバランスをとる。

被測定材上の応力の既知の点または，応力零の点から

測定点まで測定軸を設ける。この測定法の場合は，棟

準片は不用であろ。その測定軸のド下に，二本の補助

軸を設定し，測定点とその上下の補助軸士の二点と計

ごご点において，テスタ180°回転させ，出力最大，最小

の方向と，その値を求める。このときも角度ー出力曲

線がなめらかな正弦曲線に近い曲線になるまで，表面

をみがき，正しい主応力方向とその値を求め，せん断

応力差積分法を用いて解析する。校正用試験片と補償
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片で主応力差と出力電流差の校正曲線をつくって，こ

れから応力を求める。

校正用試験片；単軸初期応力の場合と全く同じ

補償片；校正用試験片と全く同じ

8.3 測定精度，出力と応力の関係等

前節にのべたように，すべての応力状態の平面残留

応力の測定が，プロープ形の磁気ひずみ変換器により

可能となったが，その測定精度および磁気出力と応力

との関係などにつき，つぎのような結論を得た。

（測定精度）

(1) 単軸初期応力は，被測定材と同じ部材で，標準

片，補償片，校正用試験片をつくると，真の応力は，

次の式で求められる。

a=(l士O.06)ao士(0.6-2. O)kg./mm2 

ここに aoは出力電流に相当する校正曲線士の応

力。

(2) 二軸圧縮または，二軸引張の均ーな巨視的な平

而残留応力は，単軸と同じように，被測定材と同じ部

材で標準，補伯，校正の試験片をつくる，誤差約士 2

~3kg/mm2 （応力20kg/mm環内の場合）で測定す

ることができる。また，せん断応力差積分法を用いる

と，測定，解析は，やや複雑になるが約士 2kg/mm2 

の誤差で測定できる。

(3) 不均一応力場でも，せん断力差積分法を用いる

ことによって，応力の符号もわかり， 精度も約士2.5

kg./mm2である。

(4) 溶接材のように，応力勾配が急で複雑な応力状

態の場合でも，誤差約士3-4kg/mm2であり，応力状

態を十分に握することができる。

(5) せん断応力差積分法を用いる測定では磁気ひず

み感度のバラッキは約士 5%，イニシャル誤差は，約

土0.5-1. 5kg/mm2と考えてよい。

（理論式）

(6) 綱板にストレステスタを当てた場合の任意の点

の磁界の強さを与える式 (4.19)を求め平面応力を生

じている場合の理論式 (4.34)を導いた。

(7) 式 (4.24)により，磁気出力は，主応力方向で

最大，最小となり主応力差は出力電流差に比例すると

いうことが，理論的に証明された。

(8) 綱板 r：の磁束分布を式 (4.39)から求めたがガ

ウスメータによる磁東分布の実験値と一致し，測定点

からテスタの磁極間の距離だけ離れると，磁束密度は

測定点の約 1/5になった。

（測定法関係）



(9) ストレステスタによる応力測定範囲はテスタの

磁極間の距離を半径とした円内である。

(10) 実験でも，主応力方向は，平面応力状態では，

最大主応カガ向（符号を含めて）で出力電流は最小と

なり，最小主応力方向で最大となり容昆に求めること

ができる。

(11) 主応力差と出力電流差が，引張から庄縮まで比

例していることが，実験結果からも確認された。

(12) 平面応力の場合，角度ー出力電流曲線が正弦曲

線になるか否かにより，測定が正しいか否かが判別で

きる。正弦曲線にならぬ場合は，その点の表面処理を

やりなおし，正弦曲線にすると，精度よく測定できる

ことがわかった。

(13) 溶接材の場合には，応力変化の少ない母材の部

分は，安定性のある標準テスタ 1Iを使用し，ビード附

近のみは，測定範囲の狭い小形テスタ（測定範囲半径

13mm)を併用する方法によって，良い精度の測定が

できる。

（磁気出力と応力の関係）

(14) 磁気ひずみ感度に，大きく影響する［刈子は金属

成分のなかの炭素の含有蟄と， 熱処理状態のちがい

で，圧延方向結晶粒度などは，熱間庄延材では，影鰐

を無視してよい。

(15) 磁気出力と，引張，圧縮の関係は一部引張の低

応力の部分を除いて両応力とも応力の増大とともに，

磁気出力は同じ方向に変化し，ストレステスタのイン

ビーダンスも両応力の増大とともに減少する。磁気ひ

ずみ感度は，庄縮は引張の約 3倍の感度がある。

(16) 本実験では，横感度係数が正の符号をとり，引

張と圧縮で，その値が異なり引張の場合は 3~4，圧

縮では約 0.3となった。この事を確認するため，テス

タのインヒ°ーダンスを測定してみたが，やはりこの値

と一致した。

(17) 磁束が応力と直交または平均のみの場合の横感

度係数を磁気的ポアソン比と名付けたが，磁気的ポア

ソン比は，材質，応力とは無関係な定数となり，二軸

庄縮の場合0.3となった。

(18) ミクロ的な磁気挙動から求めた高木の理論式に

よって計算した結果も，磁束密度は引張，圧縮の両応

力とも，応力の増大とともに減少ししかも，感度は庄

縮が引張よりも大きく木実験結果と一致した。

(19) 丸棒をソレノイドコイルで直流磁化し応力に対す

るB-H曲線を求めた実験においても，ストレステス

タの磁界では，引張，庄縮ともに磁束密度ば減少し，
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圧縮が引張より感度が大きいことも確認された。

本論文は，著者が運輸省船舶技術研究所において実
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上げます。
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関性能部堀保広室長に深く感謝します。

終りにこの研究に終始協力し，困難な実験と叶箇
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